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日本の新聞界は1950年代末から1960年代に

かけて大きな技術革新を経験し、原稿を符号化

して送受信し活字組み版工程を機械化、自動化

する漢字テレタイプ（通称・漢テレ）と全自動

モノタイプのセット1、紙面データを丸ごと遠

隔地に電送するファクシミリなどが、各社に導

入されていった。この時期は、春原昭彦が「第

一次技術革新」2と評しているとおり、製作工

程の全面的な機械化とその高度化を目指して相

次いでいく戦後の技術革新の出発点であるとと

もに、編集部門と密接にかかわる上流工程の技

術が大きく変化したこともあり、新技術が紙面

編集のあり方や編集局の運用、新聞記者の仕事

に与える影響をめぐり、さまざまな議論が展開

されたという特徴がある。新聞関係者、とりわ

け技術革新を進めた側である各社の経営陣の間

で当時、どのような議論が展開されたのかをた

どる言説分析を通じて、技術とジャーナリズム

の関係をめぐる望ましい議論のあり方、新技術

とのあるべき向き合い方を考えるというのが、

本稿の目的である。

インターネットをはじめ新たなメディア技術

が次々と登場し、既存マスメディアに大きな影

響を与えているなか、ジャーナリズムを考える

上で「技術」という要素が持つ意味合いはます

ます高まっている3。特に新聞の世界では、イ

ンターネットが自らの存立基盤に与える影響も

大きく、議論の沸騰ぶりが目立っている。望ま

しい議論のあり方、技術との向き合い方を探る

という意味で、過去の「技術とジャーナリズム

（とりわけ新聞ジャーナリズム）」をめぐる議

論に学ぶことが今、重要性を増していると言え

る。本稿が対象とする漢字テレタイプやファク

シミリのほか、1970年代のCTS（コールド・

タイプ・システム）やコンピューター、こんに

ちにおけるソーシャルメディアや電子書籍端末

に至るまで、個々の新しいメディア技術はその

都度、その時代の人間に「初めて直面する技

術」として驚きと新奇さをもって受容される

が、その一方で「新しい技術と向き合った時の

１．本稿の目的と概要
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議論のあり方」には、歴史的・経験的な蓄積

が存在する4。「新技術と向き合った過去の経

験」の考察が、事例研究として今日的意義を持

つゆえんである。

具体的な分析に先立ち、1950年代末から

1960年代にかけての技術革新期に関する先

行研究・関連論考を見ると、ごく初期の段階

で、『講座現代マス・コミュニケーション３　

ジャーナリズム』（1960年）に掲載された城

戸又一、稲葉三千男の論文5、戦後の新聞労働

運動に大きな影響を与えた人物である長島又男

の著書『現代の新聞』（1959年）がある。こ

れらは、技術革新が人員削減や労働強化などの

経営合理化につながり、全国紙の地方進出が新

聞の独占化につながると批判し、リアルタイム

で進行する新聞各社の動きに態度変更を求める

という性格が強いものである。たとえば城戸

は、技術革新の結果として新聞企業の集中化が

進み「言論の多様性が失われる」との懸念を表

明している6。

一方、革新的だった新技術が通常技術、日常

的な技術として新聞界に根付いた後には、当時

の技術革新期自体も、概説書等に収載される新

聞技術史あるいは新聞経営史の中で、経緯のみ

紹介されるという扱いが多くなる。内川芳美・

新井直之編『日本のジャーナリズム』（1983

年）における石坂悦男の論文「マス・メディ

ア産業の構造変化とジャーナリズム」などであ

る。もちろん、こういった一般書籍の収載論文

は出版社・編集者の依頼趣旨にもとづいて執筆

されるケースも多いため、批判は慎重に行わな

ければならないが、それにしても、多くの論点

を内包した技術革新期の記述として不十分であ

る感は否めない。

当時の新技術の特徴と導入の経緯を表面的に

記述するだけでは、この時期が持つ研究対象と

してのポテンシャルを、十分に引き出すことは

できない。技術革新期を研究し、技術とジャー

ナリズムの関係をめぐる考察を深めていくため

には、技術をめぐってどのような議論が展開さ

れたか―技術をめぐる当時の言説状況―を

丹念にたどり、極力内在的に理解することが必

要である。とりわけ議論の批判的検証に当たっ

ては、技術革新を進めた側の論理を内在的に理

解し、言説のディテールをたどりながら、その

中のどこに問題があり、どこに可能性があった

のかを具体的、かつ丁寧に分析していく必要が

ある。そうでなければ、技術革新期を考察し、

今後の技術変動の時代に役立てるという道筋も

見えてこないであろう。

本稿はそのため、『新聞研究』（月刊）、

「新聞協会報」（週刊）など日本新聞協会の刊

行物を中心的な分析資料とした。これらの媒

体は、専門誌・紙であるとともに、協会の機関

誌・紙としての性格もあるため経営陣の執筆

も多く、（各社の社論に近い意見の集積として

の）新聞界の主流の議論、技術革新を進めた主

体である経営陣の議論の焦点がどこにあったか

を見る上で、有益な研究素材であると言うこと

ができる。ただ、そのことと表裏の問題とし

て、労働組合の主張など、新聞界の議論状況を

知る上で重要ながら、新聞協会の刊行物には掲

載されにくい多くの議論が存在する。研究に際

してその点を常に意識しておく必要性を踏まえ

た上で、本稿はむしろ、批判的検証の対象を明

確にすることを重視した。
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2.1　「全国」の視点の再考

1959年４月１日、朝日、毎日、読売の全国

紙３紙は同日付紙面に一斉に社告を掲載し、

毎日と読売が５月１日から、朝日が６月１日

から、北海道での現地印刷を開始すると発表し

た。毎日と読売は東京でまとめた原稿を漢字テ

レタイプで符号化して送り、現地の全自動モノ

タイプなどで植字して紙面を組む方式を採用し

たのに対し、朝日はファクシミリにより東京で

作成した紙面データをそのまま北海道に電送

し、現地で印刷する方式を採用している。いず

れにせよ、それまで地理的条件から全国紙が１

日半から２日遅れで届いていた北海道に同日の

新聞を届けようという３紙の取り組みは、当時

の技術革新の成果を披露するデモンストレー

ションの機会ともなり、技術の進展がもたらす

新聞の速度の向上（情報の到達時間の短縮）、

空間の拡大（情報の到達範囲の拡大）を象徴的

に示すものとして、大きな注目を集めた。

こうした動きを受け、『新聞研究』第93号

（1959年４月号）は「北海道―三紙進出の

意味するもの―」と題した特集を組んでい

る。この中で日本新聞協会業務部長の石光真人

は、全国紙が北海道進出を果たした技術的達成

を「未来へのかけ橋」と表現し「東京から札幌

への電波の橋は、かけられようとしている。こ

れはただ北海道にかけられた橋ではない。新聞

界の新しい地平線に、未来に向かってかけられ

た橋であると理解すべきであろう」7と述べて

いる。やや情緒的ではあるが、時間と空間を超

える（とみなされた）新技術の登場に対する当

時の新聞界の高揚ぶりが感じられる表現であ

る。

新聞界の技術革新、およびその象徴としての

３紙の北海道進出はその後、紙面編集のあり方

をめぐり、さまざまな議論を喚起していくこ

ととなる。まず初めに大きなテーマとなった

のは、全国紙と地方紙の関係、両者の紙面編集

の差異化に関する議論であった。たとえば石光

は、３紙が採用する新技術が「紙面製作に革命

的変革を与える」と指摘し、その理由に「全国

２．全国紙と地方紙の関係をめぐる議論

本稿は以下において、技術革新が①全国紙と

地方紙の紙面編集の差異化、②編集局の運用の

変化と合理化―の２点をめぐって喚起した議

論を考察する。結論を先取りして言えば、ここ

から浮かび上がるのは、技術への過剰な反応が

もたらす議論の問題点であり、当時の言説にお

ける議論の多様な方向性の欠如である。そのた

め本稿の検証は、ありうべき（ありえた）議論

の可能性を縮減した問題の淵源を探ることとな

る。なお、技術と編集の関係をテーマとする本

稿が取り上げる「合理化」とは、技術部門を中

心とした人員削減や労働強化などの問題―日

本新聞労働組合連合（新聞労連）が当時、主と

して問題としたのはこの意味での「合理化」で

ある―ではなく、編集局の運用の「合理化

（近代化、標準化）」である点に、留意をいた

だきたい。
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同一規格の紙面製作までは行かなくとも、原則

的にはそれに近い形をとる」ことを挙げる。技

術革新によって、東京で作る「全国」の視点を

そのまま地方に届けることが可能になったこと

に、従来にない革新性があるとの見方である。

その上で石光は、毎日、読売のようにファクシ

ミリを採用せず、（漢字テレタイプと）全自動

モノタイプを用いる場合は、紙面データそのも

のを電送するのでないため「画一化はやや緩和

されて地域紙的性格を多分に加味することがで

きる」としている8。

この問題に関して注目される議論として、新

聞協会報の1959年12月21日付記事がある。同

記事は主にファクシミリを念頭に、新聞紙面を

（東京という）一か所で作る上では「新聞製作

の常道として、統一された編集態度、統一され

た価値判断を示すものでなければならないだろ

う。統一された価値判断が全国という場で受け

いれられるためにはこれまでより格段にはっき

りしたナショナリティの意識を持って編集に当

たる必要があるのではないだろうか」と指摘

する。そして、将来的に「一方では純粋の全国

紙、他方では純粋のローカル紙、ブロック紙」

が存在するという形が徹底され「それ以外の中

間的な、あいまいな編集態度の生存は許されな

くなる、というのが、ファクシミリのもたらす

技術革新の最終的な可能性なのだ」として、

「たったひとつの機械にすぎないファクシミリ

だが、その投じる波紋が、このように編集精神

までもひたして行くと見るのは行きすぎだろう

か」9と述べている。

一方、全国紙の地方進出を活発化しうる技術

基盤が整ったことを受け、地方紙の側にも全

国紙との紙面の差異化を強く意識する議論が

生まれてくる。たとえば、『新聞研究』第102

号（1960年１月号）に掲載された地方紙４紙

の編集局長による座談会「技術革新時代の地方

紙」に、ローカリティーと地方ニュースのあり

方をめぐる議論が展開されている。

この中で、神戸新聞社取締役編集局長の関口

寿一は「いままでは、スピードの点で労せずし

て中央紙に勝っていた地方紙も“技術革新”の

時代になると、同じタネでも現実の紙面で違っ

た味を出さなければ中央紙に勝てなくなる。つ

まり編集内容を変えなければいけない」とし

て、「“技術革新”にともなって、非常にロー

カルを強調しなければならないのは当然」10と

述べている。一段の「速度の向上」を備えた全

国紙による地方進出を警戒する地方紙の間で

は、この時期、紙面編集において地域性、ロー

カリティーを一層強めなければならないという

声が上がっていた。

また、関口は全国紙に対して「どんどん漢テ

レやファクシミリを採用して、本当の意味の全

国紙になってほしいと思っている。朝日が北

海道でやっているように、有楽町の新聞を北

海道で読ませるのだという、そういう意味の新

聞を全国紙が作ってくれることを望む」「これ

は何も地方新聞の立場からいうだけではなく、

全国民の要望だろうと思う」として、「そうな

れば全国紙と地方紙の立場もはっきりするし、

2.2　「地方」の視点の再考
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地方紙自体も健全な発達をするようになると思

う」11と発言している。ここで言う「有楽町」

は、単に朝日新聞社の所在地であるというだけ

でなく、先端文化の発信地としての「東京」の

比喩でもあり、ナショナリティーの中心として

の「全国」の比喩でもあるが、いずれにせよ関

口の発言の趣旨は、全国紙が地域に密着した情

報に進出することへの警戒であろう。ただ、こ

の議論は、全国紙の役割の明確化に賛同すると

いう意味において、たしかに「地方新聞の立

場」を超えた一般性、議論としての発展可能性

を持ちうるものではあった。

2.3　全国と地方をめぐる議論の終息

もっとも、３紙の北海道進出を受けて一時的

に大々的な広がりを見せた「全国紙、地方紙の

差異化」をめぐる議論は、数年のうちに終息し

ていく。その理由の一つとしては、地方紙の側

がこの後、次々と漢字テレタイプを導入し、

1960年代半ばごろともなると、全国紙とほぼ

同水準の技術革新を達成したことがある。全国

ニュースの記事配信を受ける共同通信社との間

で漢字テレタイプを使った送受信体制が確立さ

れることで、地方紙にも「全国の視点」が従来

以上に反映できるようになったことの意味は大

きい。もう一つ、北海道に進出した全国紙がそ

の後、現地で販売部数を伸ばすための戦略とし

て、訃報記事（おくやみ欄）や映画館の上映案

内など、地元紙と同様の地域情報、ローカル

ニュースに力を入れ始めたことの影響もあっ

た12。

急激に沸騰するとともに、数年のうちに終息

した議論の経緯をこんにちの目から見て指摘す

べき点は、新技術とりわけファクシミリの登場

を前にした新聞関係者の過剰な反応ぶりであ

る。新技術が在京紙の「全国紙化」を推進した

ことは確かであり、また、ファクシミリは東京

で作った紙面をそのままの形で遠隔地に電送す

る機械ではあるが、そうした機械が導入された

というだけで、新聞がナショナリティーとロー

カリティーに截然と区別されるとまでは言い切

れないはずである。もっとも、冷静さを欠いた

当時の新聞関係者の技術論議は批判的に検証

すべきだとはいえ、このとき一時的にも広がり

を見せた全国紙と地方紙の関係、差異化という

テーマについては、もっと議論が深められるべ

きであった。むしろ、このテーマをめぐる議論

が、新技術の登場に対する条件反射的な性格を

持っていたがゆえに、紙面編集と地域性の関係

をめぐる考察を深め続けられなかったことにこ

そ、問題点を指摘することができる。

３．編集局の運用の変化をめぐる議論

本稿のもう一つの分析事例は、編集局の運用

の変化と合理化に関する議論である。

既述のとおり、全国紙が先行して導入した新

技術はその後、急速に他の新聞各社に普及して

3.1　漢字テレタイプの影響
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いく。とりわけ漢字テレタイプは、共同通信社

が1961年に加盟社との間の主力通信方式に採

用したこともあり、全国の地方紙に広がった。

そして、数量的な普及以上に重要な点は、漢字

テレタイプの浸透が新聞製作工程の合理化、高

度化をもたらすだけでなく、編集局のあり方、

紙面編集のあり方に大きな影響を与えていった

点である。

先ほど触れた『新聞研究』第102号（1960年

１月号）の座談会「技術革新時代の地方紙」の

中で、信濃毎日新聞社取締役編集局長の石原俊

輝は、漢字テレタイプが編集局に与える影響の

大きさに触れ「第一に記事の書き方を変えてゆ

かねばならない。いままでのようにデスクで記

事を直す、ゲラ刷りになってから直すというこ

とはできるだけ避けて、機械に照応する書き方

を記者に訓練していかなければならないと思っ

ている。第二に、整理では、字紋なども機械化

にそって簡素化していかなければならない。

第三に原稿の流れの谷間をなくすようにしなけ

ればいけない。つまり、締め切りに原稿をどっ

と出すということはやめなければいけない」13

との３点を具体例に挙げている。石原の議論に

は、これ以降の各社の経営陣の主たる関心テー

マがほぼ出揃っている。第一の論点は、記者に

対して修正の必要がない「完全原稿」の出稿を

求める議論につながる。第二の論点は、それま

で新聞社に伝統的に存在してきた「名人芸」の

存在を極力排し、（整理だけでなく一線の取材

記者を含めて）作業の標準化、簡素化を求める

議論に結びつく。そして第三の論点は、記事の

出稿を機械に合わせて調整する「コントロー

ル・タワー」となる人間、もしくは部署を社内

に置くべきだとする議論につながっていく。

『新聞研究』第114号（1961年１月号）に掲

載されている同誌編集部のリポート「新聞製作

の現状と将来」は、漢字テレタイプ導入後の編

集局では「整理部にも、締め切り間ぎわにエン

ピツのなぐり書きのうえにデスクの筆がはいっ

た原稿が山のようにつまれているという光景は

見られない。仕事はすべて機械能力に歩調を合

わせて、平均にさばかれることになっている」

として、その理由を「新聞社特有の締め切り時

間に集中する仕事のピークなどというものは、

機械が受けつけてくれない」からだと説明して

いる。

導入当時の漢字テレタイプの原稿処理能力で

は、いちどきの大量出稿に対応できない技術的

な限界があった。そのため、新聞各社は記事

を出稿する時間を分散し、ピーク時の機械へ

の負荷を解消するよう、編集局に指導するよう

になっていった。ただ『新聞研究』編集部のリ

ポートは、当時の漢字テレタイプの技術的到達

度から来る限界を機械化の本質、必然的な結果

ととらえ、「機械化によって新聞人のレーテス

ト・ニュース（最新のニュース）への執着が断

ち切られる」との議論を展開している。この点

には注意すべきである。すなわち同リポートは

「機械化というものは、じつはたいへんな革命

を意味していることがわかる。新聞活動の根本

であり、そのために記者が自分の時間を完全に

すてても悔いないはずのレーテスト・ニュース

について、じつに割り切った考え方にならざる

を得ないからだ。機械化の目的を考えれば、そ

れもやむを得ないことだ。機械は理屈に合わな

いことをやってくれない。どうしても機械の
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3.2　技術部門の発言力の増大

『新聞研究』第114号（1961年１月号）に

は、長谷川勝三郎（毎日新聞東京本社印刷局

長）、宮本英夫（朝日新聞東京本社整理部

長）、白神勤（読売新聞社編集局総務）ほかに

よる座談会「新聞製作の近代化にともなう諸問

題」もある。この中で長谷川は、技術部門の責

任者の立場から「大部分の編集者には、こちら

が原稿を出したら、それを紙面に作ればよいの

だ、ピークがあろうがなかろうが、いつでも原

稿を処理できるように用意しておくのが工場

だ、という考えが現段階では強いのです。私

は、その人たちの考え方を切り替えるのが、い

まの新聞の近代化なのだと思います」と、編集

局のそれまでの慣習的な考えを批判するととも

に「ニュースは、降版時間間ぎわにだけ起こる

ものではない。地方支局からくるものもあるだ

ろうし、あるいはフィーチャー原稿もあるだろ

う。それなのに編集から出てくる原稿が、締め

切り間ぎわに殺到」することの原因は「編集全

体の原稿の流れに対するコントロール・タワー

がないということによる」16と述べている。こ

の長谷川の主張にも明確に表れているように、

1950年代末から1960年代にかけての技術革新

期は、それまで新聞社内の政治力学の点で編集

局に対し従属的な地位に置かれてきた技術部門

が、編集のあり方に関して大きな発言力を持っ

た時期でもあった。「技術に人間（記者）が合

わせるべきだ」という考え方は当時、積極的な

価値を持って語られていたのである。

一方、整理部長の立場にある宮本は「日本の

新聞記者は、欧米の記者と比べて、まだまだ、

記事に対して職人的なこり方をしすぎる。欧米

では記者がタイプを打って記事を書けば、それ

がそのまま通っていくが、日本の場合は―言

葉の複雑さもあるでしょうが―記者が非常

に、一字一句の表現に苦労して記事を書く、

その上さらに出稿デスクや整理も苦労して文章

に手を入れて出している。こういうのは改めな

ければならない。さらさらと書かれていて、必

要なことは全部述べられている記事ならば、そ

れでよしとする習慣をつけなければいけない」

「名文だとか、その人の個性のでる文章を出さ

なくても、新聞記事は、一般読者にいちばんよ

くわかる書き方でありさえすれば“よし”とし

なければ、筆者も手間取るし、デスクでもまた

手間取る。この意味からももっと簡素化した形

にしなければいけない」と述べている。記事の

標準化、簡素化を称揚する議論ではあるが、こ

こまでの部分には、一般読者に分かりやすい平

易な文章を良い新聞記事と述べている点など、

こんにちでも通用するベーシックな内容も含ま

れている。

より重要なのは、これに続く部分である。す

なわち宮本は「むしろいまは、機械に圧倒され

ペースに歩調を合わせ、経済速度で走るほかは

ないのだ」14と述べている。ここにも、技術に

対する過剰な反応がはらむ問題点―その時点

での技術的到達をジャーナリズムのあるべき

姿、人間や組織の進むべき方向の啓示と過信す

ることから生まれる議論の跳躍―が示されて

いると言えよう15。
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ていると考えたほうがよい時代であって、個性

がでなくても大量生産で行くという方向に向か

いつつあるのだと私は思う」「紙面の特色を出

したければ、十人のうち一人大記者がいればよ

い。その人の書くものは特殊な扱いで紙面にで

る。それでいいんじゃないか。あとの九人は同

じようなレベルで、大量生産をやるほうがよ

い。いい悪いというよりも、そういう方向に向

かわなければ、機械についていけなくなる」17

との見方を示している。

新聞製作工程の合理化が技術的観点から現実

化するにつれ、各社の経営陣、現場の責任者の

間には、社内で働く人間の作業を機械に適合す

る形に改めるべきだ、とする議論が強まってい

く。一方では漢字テレタイプに代表される新技

術が合理化の進展を要請し、他方では、経営管

理の観点から社内体制の合理化を進める経営陣

が理論的バックボーンとして新技術を挙げると

いう、相補的な議論状況がこの当時、各新聞社

内に存在していたのである。

3.3　完全原稿をめぐる議論

そして、技術革新が編集現場にもたらした多

くの変化の中でも、記者に対する「完全原稿の

徹底」は、最も大きな影響を与えた問題の一つ

であった。サンケイ新聞社（現・産経新聞社）

論説委員の山本文雄は1964年の著書『新聞編

集論』の中で「漢テレ方式は、新聞編集に革命

的な変化をもたらした。送稿はただちに組版に

なってしまうので、編集者が文章に手を入れる

ことが困難になってきた。それで機械化の進展

とともに“完全原稿”ということが問題となっ

ている。つまり、原稿作成の段階で、誤りのな

い完璧な原稿を書きあげねばならなくなった」
18と書いている。もちろんそれ以前から、新聞

社内に「記事は出稿段階で（手を入れる必要の

ない）完全なものであるべきだ」という意見は

あった。しかし、植字、紙面組みされた後の記

事の手直しが難しい（手直しに繁雑な作業を必

要とした）漢字テレタイプ（と全自動モノタイ

プ）という新技術が導入されたことに伴い、完

全原稿は記者にとってある種の当為、義務とみ

なされるようになった。

信濃毎日新聞社校閲部長の小原謙一は新聞協

会報1961年12月４日付に掲載された寄稿で、

完全原稿とは何か、という問題を論じている。

小原は、重要な内容を初めに書くという「倒逆

三角形」のルール、修辞学の排除などを新聞

記事の書き方と説明した上で「新聞はひとつの

企業として営まれる有機的な組織体である。新

聞文章はその中で作られる文章であり、だれに

も書け、だれにもわかる文章でなければならな

い。ここでは小説家のような個人だけに許され

た名人芸を必要としない。平均化した文章技術

を要求しているのである。ことに機械化が進め

ば進むほどそうした要求はいよいよ強くなる。

小説などは共同作業に適しない文章であるが、

新聞文章は共同作業にもなじむものでなければ

ならない」と述べ、記者には、新聞のルールに

乗った分かりやすさに加え「機械になじむ完全

原稿としての新聞文章」が要求されると主張し

ている19。新聞文章に名人芸があるとするなら

ば、それは、規格化された文章の土俵の上で記

者の持つパーソナリティーを多彩に生かし、発
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揮することである、というのが小原の結論であ

る。一般論として言えば、首肯できる内容も多

く含まれる議論だが、ここで重要なのは、小原

の主張の根拠に「人間の技術への適合」が積極

的価値として据えられている点である。

完全原稿を記事のあるべき姿とみなす見方は

こんにちに至るまで、形を変えつつ継続してお

り20、当時の編集改革の議論がその後に与えた

影響の大きさが示されている。その裏返しとし

ての「（文学的）名文」の排除は、近代化の成

果とも、新聞の没個性化とも評することができ

る。その意味で、編集改革とりわけ文体の変化

をめぐっては、もっと多様な賛否の議論が展開

されてもよかったはずだが、当時の議論は、

「技術への適合」という目標に重きを置きすぎ

ていたと言える。

3.4　合理化への反発と新聞労連の立場

漢字テレタイプをはじめとする新技術の性能

を最大限に生かすため、現場の記者に仕事の見

直しが求められ、合理化・標準化が積極的な価

値として語られる状況が広がるなか、当然なが

ら、それに対する反発も生まれていた。

全国紙の社会部長らで構成し1966年４月号

から1967年12月号まで『新聞研究』誌上で

「取材の研究」を連載した「新聞取材研究会」

は、連載の一環として「機械化と取材」の問題

を取り上げている。同研究会はこの中で「記者

たちが機械化の被害？　をこうむり、機械化に

たいしてことさら反発を感じ、不信感を募らせ

ている」と指摘する。そして「たとえば、早い

話が、新聞の製作部門。ひと昔前までは、印刷

局のベテランたちが締め切り時間と競争で、活

字を手拾いしていた。締め切り間際に起きた事

件でも、かなり強引に突っこめた。人海戦術で

拾えば間にあったからである。ところが、いま

は、どこの社の工場でも漢テレのキャスターが

乾いた音をたてながら活字を拾っている。漢テ

レは、いくら急ぐからといって、人海戦術はき

かぬ。機械には意気と情熱といったものは通用

しない。いきおい、最近は、どこの社も締め切

り時間に融通性がなくなっている。一分一秒を

争って勝負する記者にとっては、はぐらかされ

たような気持ちになることがしばしばあり、そ

れが積み重なって、機械にたいする不信感に

なるのである」21と述べている。また「なんと

いっても、機械の弱点は人間と違い応用がきか

ないことにある。自然、新聞社内には、人間優

位、機械軽視の風潮を生みやすい」22とも記し

ている。編集現場の状況を描写したこの記述に

は、記者の「レーテスト・ニュースへの執着」

が、技術革新を経ても全く「断ち切られ」てい

ないことが示されている。それどころか、レー

テスト・ニュースを求めるがゆえに、融通の利

かない機械に対する記者の反発が高まっていた

ことが分かる。

一方、新聞労連の「反合理化」闘争の主たる

対象が人員削減などの経営合理化問題にあった

ことは、既に述べたとおりである。労働条件の

悪化や人員整理の懸念がより高かった技術部門

の労働者の問題を重視したことは、労働組合の

立場として当然であったとも言えるが、その一

方、技術と編集局、技術とジャーナリズムの関

係に関する議論は低調であった。その背景とし
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４．結論

以上、全国紙３紙の北海道進出を象徴的な契

機として始まった技術革新をめぐる議論を概観

してきた。議論のあり方として労働側にも固有

の問題、課題はあったものの、やはり、より強

くその議論のあり方を問われるべきは―新技

術を導入する主体であるという意味で、技術と

ジャーナリズムをめぐる議論のヘゲモニーを握

る立場にあった―経営陣の側であろう。これ

まで見てきたように、各社の経営陣の議論には

―時代の要請と向き合った真摯な議論として

きちんと評価すべき面もあるものの―、新技

術の登場に高揚し、冷静さを欠いた側面があっ

た。

その意味で、技術革新期の議論から学ぶべき

は、技術の影響を冷静に評価し、熱狂を避ける

思考態度の重要性であろう。技術に対する過剰

て一つには、技術を導入する主体である経営側

と、導入される客体である労働側との技術情報

量に関する非対称性の問題を指摘する必要があ

る。新聞労連は1959年４月の中央委員会で、

各職場が「将来の機械化について知る権利」を

掲げている23。十分な技術情報を共有できない

中で、技術そのものについての議論を深めるこ

とは難しい。

もう一つ、新聞労連内部にとってより深刻な

問題として、技術革新がもたらす新聞の速度の

向上を歓迎する意識もあった編集部門の労働

者と、技術部門の労働者との間に、意識のズ

レが生じていたという問題がある。たとえば長

島は、新聞労連の大会で「北海道へ進出した大

新聞の代議員」から、技術革新を合理化・独占

化の過程ととらえて反対する闘争方針に対して

「新聞独占資本との戦いということがいわれる

が、（北海道で）二日もおくれた新聞を読者に

よませることのほうが問題ではないか」との意

見が出されたことを挙げ、これについて「経営

者的言辞だといって一蹴しても返答にはならな

いだろう」「ジャーナリストの習性ともなって

いるスピード競争の記者意識をみごとについた

ことばだからである」と述べている。

長島の議論の趣旨は、この代議員の発言に一

定の理解を示しつつ、ファクシミリが２日の遅

れを取り戻すことは「労働強化と人員整理とい

う労働者のギセイにおいて、これが遂行される

というところに問題がある」と指摘し、労働者

の連帯の重要性を説くことにある24。しかし、

この記述は逆説的に、編集記者の反合理化闘争

への違和感が新聞労連の運動方針に反映されづ

らくなっていたこと―その裏返しとして、編

集記者に技術部門の労働者の苦境に対する認識

が欠けていたこと―を端的に物語るものと

なっている25。もっともそうしたなか、1964年

11月の新聞研究中央集会で「現場労働者と記

者との意識のズレという問題」が話し合われ

「編集と現場部門がどう協力し、統一してたた

かうか」がテーマに取り上げられたことなど

は26、両者の意識をつなごうとした新聞労連内

部の取り組みとして、積極的に評価すべきであ

る。



　　　　 東京大学大学院情報学環紀要　情報学研究　№80 81技術とジャーナリズムをめぐる新聞界の議論

な反応はかえって、技術をどうジャーナリズム

の発展に生かすかという視点を弱める結果にな

りかねないからである。本稿が取り上げた二つ

の事例―紙面編集におけるナショナリティー

とローカリティーの関係をめぐる議論が深まる

ことなく終息してしまったこと、新たな編集局

や記者のあり方をめぐる議論が「人間の機械へ

の適合」という論点にとどまってしまったこと

―は、そうした問題を示す実例であったよう

に思われる。そうではなく、紙面における地

域性の表現はどうあるべきかを考察の中心に据

え、その目的に適合する技術の使用（技術の何

を捨て、何を生かすか）や人員の配置を構想す

るという議論、あるいは、記者個人の（センス

やクセを含めた）文体の魅力を生かすことを重

視し、記事の個性を機械への適応性に優先させ

るという議論が、もう一つの技術論として、力

を持ち得てもよかったはずである。そうした議

論はなぜ広がらなかったのか。

この点をミシェル・フーコーの言説分析のア

プローチ―言説における諸言表の分散と連関

の考察―27からみると、当時の経営陣の議論

において、ジャーナリズムや記者、紙面や編集

局などをめぐって語られた個々の言表は、「技

術」を中心的な概念とする言説体系の中で一方

向的に編制されていたと言うことができる。技

術にとってのジャーナリズム、技術にとっての

記者、などを語る議論が広く流通した一方で、

その逆方向の議論（ジャーナリズムにとっての

技術、など）が大きな力を持ち得なかった―

排除されていたと言ってもよい―ことは、議

論状況自体の閉鎖性を生み出していた。

こうした言説のありようは、技術革新を成功

させ、こんにちにつながる編集局の近代化や紙

面編集の差異化の意識をも促したことは間違い

ないが、その反面、技術とジャーナリズムをめ

ぐる議論から質的な多様性を奪うことともなっ

ていった。新聞界には現在、インターネットへ

の対応を念頭に、あらためて編集局の運用見直

しの重要性を挙げる議論がある。その際、技術

やジャーナリズム、記者や労働などをめぐる議

論に質的な多様性、あるいは多様な語りの方向

性を担保できるかどうかが、望まれる議論に向

けた課題となるだろう。
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